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総括報告書 

１. 研究目的 

2015 年に国連が定めた人類及び環境のための持

続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：

SDGs）として、“誰一人取り残さない”といったテ

ーマが掲げられている。これに基づくとナショナル

センターとしての使命は、精神疾患からの回復とい

う治療だけではなく、国民全体を見据えたケアの観

点が求められる。 

本研究は、国民の生活全体を見据え、認知行動療

法（Cognitive Behavior Therapy：CBT）に基づくケ

アを国民が活用できるための基盤を構築すること

を主眼とする。これらの遂行のために、国民的な問

題である痛みなどの身体症状や睡眠に標的を当て

た CBT の研究（身体化 CBT、睡眠 CBT）、複数の

情報通信技術を融合させたインターネット支援型

CBT に関する研究（遠隔 hybrid-CBT）、診断に限定

されず国民に CBT を届ける研究（診断横断 CBT）、

多職種が CBT を簡易に提供できるようにする研究

（短時間 CBT）を行う。 

 

【行動医学領域における認知行動療法の展開に関す

る研究（身体化 CBT）】 

 行動医学分野における CBT の臨床研究のモデルケ

ースとして、特に慢性の痛みに焦点をあて、臨床研

究を遂行する。その中で、他の診療科（ペインクリ

ニック、整形外科、内科等）と協働での CBT 実施や

臨床試験の遂行における連携体制を検討する。 

 

【睡眠の問題に対する CBT（睡眠 CBT）】 

 わが国では 5 人に一人が睡眠の問題を抱えてい

る。現在、欧米では不眠障害に対する治療の第一選

択は不眠症に対する認知行動療法（Cognitive 

Behavioral Therapy for Insomnia: CBT-I）である一方、

わが国ではエビデンスの不足と実施できるセラピス

トが不足しているという点から、第一選択となって

いない。そこで本研究では、成人を対象とした CBT-

I の臨床試験を遂行するための治療マニュアルの作成

とセラピストのトレーニングの実施を行う。 

 

【うつ病に対する遠隔インターネット hybrid 認知行

動療法の開発とその効果に関する研究（遠隔 hybrid-

CBT）】 

 医療資源への物理的交通アクセスが困難な場所に

居住する国民への支援が不足している。これまで、

NCNP における開発費により、うつ病に対するイン

ターネット支援型 CBT（iCBT）の RCT による実績

がある。本研究では、これまで展開してきたインタ

ーネット支援型 CBT を、テレビ会議システムによっ

て提供する hybrid-CBT を開発し、その提供手法を構

築する。 

 



【診断を越えた認知行動療法の均てん化に関する研

究（診断横断 CBT）】 

 公衆衛生領域や精神保健領域（精神科・心理臨

床）でうつ・不安等の汎用性の高い CBT を診断に限

定されず届けることが有効である。これまで、診断

を越えた CBT である統一プロトコルのコンサルテー

ション体制の構築を進めるとともに、均てん化にと

って重要となる治療機序の明確化を行ってきた。本

研究では、これまでの均てん化の取り組みをさらに

広げ、集団版の統一プロトコルや、児童青年版の統

一プロトコルも含めて、診断横断的 CBT の均てん化

の基盤を構築するとともに、治療機序のさらなる検

討を行う。 

 

【短時間で実施可能な簡易型認知行動療法の開発お

よび普及に関する研究（短時間 CBT）】 

 わが国での CBT 普及の障壁として診療時間の制約

や人材不足の問題がある。外来患者の診察時間は 10

分未満が 68.1%を占めており（厚生労働省, 2016）、

医師が 1 回あたり 30–50 分、全 8–16 回もの時間を要

する標準型の CBT をすべての患者に対して実施する

のはきわめて困難である。また、CBT をより広く実

施するためには CBT や精神療法の専門的な訓練を受

けたことのない多職種（看護師、保健師、助産師

等）の役割が重要である。しかしそのような多職種

が利用可能なプログラムは非常に限られている。そ

こで、わが国の医療体制に合わせ、ごく短時間かつ

様々な職種が実施可能な簡易型認知行動療法を開発

し、普及させることを本研究の目的とする。 
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３. 研究成果 

1) 身体化 CBT 

慢性痛に対する標準型 CBT のパイロット試験を

終え、その成果を論文として発表した（Hosogoshi et 

al., 2020）。この試験を発展させ、ランダム化比較試

験を開始した（UMIN 試験 ID：UMIN000038010）。

また、過敏性腸症候群に対する集団 CBT のマテリ

アルを作成し、プロトコル論文を発表するとともに

（Kikuchi et al., 2020）、ランダム化比較試験を開始

した（UMIN 試験 ID：UMIN000031710）。これらの

試験を運営するため、専門的な CBT 実施者および

その指導者を育成するための教育プログラムを整

備し、実際に運用可能であることを確認した。また、

慢性痛に対する短縮版 CBT および看護師による不

眠症に対する短縮版 CBT のパイロット試験を実施

し、良好な結果を得た。この結果については現在論

文執筆中である。さらに、歯科領域における慢性痛

に対する CBT プログラムの開発に協力した。これ

らの経験・マテリアルをもとに、専門家を対象とし

た研修を実施した。 

 

2) 睡眠 CBT 

 臨床試験計画中に COVID-19 の感染が拡大し、そ

れを受け当初対面での実施の予定であった計画を

遠隔で実施する計画に修正した。それに伴い、遠隔

で不眠症 CBT を実施するために必要なデジタルコ

ンテンツを複数作成した。また、COVID-19 感染拡

大における外出制限下での睡眠の問題の対処の仕

方に関するヨーロッパ睡眠学会のタスクフォース

CBT-I（Cognitive behavioral therapy for Insomnia: CBT-

I）の recommendation の翻訳を行い、認知行動療法

センターのホームページにて一般公開を行った。

CBT-I の均てん化に向け、対人援助職を対象とした



CBT-I や医療コミュニケーションに関する研修を

実施した。 

 

3) 遠隔 hybrid-CBT 

本研究では、遠隔Hybrid-CBTプログラムを開発し、

治療者マニュアルと患者向けセッションノートを

作成した。それらを用いて、遠隔Hybrid-CBTの

feasibility study（UMIN試験ID: UMIN000036911）を

実施し、目標症例数である8例を登録し、介入を行

った。その介入の結果をもとに、治療者マニュアル

の一部として、遠隔での実施に慣れない治療者や患

者が遠隔hybrid-CBTを適切に行えるように導入の

ためガイドを作成した。また、COVID-19の感染拡

大に伴い、２つの医療機関を繋ぐだけでなく、医療

機関と患者の自宅を繋ぐ形を含めて実施する遠隔

Hybrid-CBTの安全性と有効性を検証できるように

研究プロトコルに修正を加えた。修正後は、医療機

関と患者の自宅を繋いで遠隔Hybrid-CBTを実施し、

その際の留意事項を整理したマテリアル（患者への

説明資料や、デモ映像）を作成した。加えて、これ

までに作成した治療者マニュアルと患者向けセッ

ションノート、マテリアルを使用して、遠隔Hybrid-

CBTの専門家向け研修を通算5回実施した。現在は、

遠隔Hybrid-CBTの手法を組み入れた多施設共同ラ

ンダム化比較試験を準備中である。 

 

4) 診断横断 CBT 

本研究では、感情的な困難が特徴的な幅広い疾患

への適用が可能な診断横断的な認知行動療法であ

る統一プロトコル（Unified Protocol: UP）をより効

果的に実施するために、2 つの観点から検討した。

第 1 の観点は、児童青年版や集団版などの様々な

UP の均てん化を効果的に進めるために、各プロジ

ェクトにおいてわが国での臨床提供モデルを検討

した。児童版 UP ではセラピストガイドとワークブ

ックを出版し、多施設における治療者訓練や、臨床

現場での導入を試みた。青年版 UP の日本語版の開

発を進め、セラピストガイドとワークブックの整備

を進め、症例に対して実施可能性を検討した。成人

版 UP では、COVID-19 に対応するために、遠隔で

の実施を検討した。さらに、ボストン大学からセラ

ピスト育成資格を得るための継続コンサルテーシ

ョンを受けた。これをもとに日本におけるコンサル

テーションの提供を試行し、UP の技術指導のあり

方を検討した。加えて、治療者訓練のための e ラー

ニングの開発を進めた。 

第 2 に、UP の治療機序を明らかにした。すでに

終了した予備試験や大規模な観察研究のデータを

用いて、感情表出抑制が強いほど、治療効果が得ら

れにくいことが示された。その他、治療への期待や

ホームワーク遵守がどのように治療効果に影響す

るかを検討した。 

 

5) 短時間 CBT 

短時間 CBT として 10 分間 CBT のマニュアルを

翻訳し出版した。社交不安症に加えてパニック症の

簡易型 CBT のマニュアルを作成した。簡易型 CBT

のコミュニケーションスキルを高めるアプリを作

成した。また、どの CBT の技法がどのような順番

で行われると効果が高いのか検証するための多相

最適化戦略試験のリクルートを開始し継続してい

る。さらに、周産期メンタルヘルスに関するウェブ

サイトを作成した。COVID-19 があったため、その

調査をするとともに、危機に役立つ情報をウェブサ

イトに追加し、ウェブサイトの閲覧数がさらに増え

た。 
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行動医学領域における認知行動療法の展開に関する

研究 

  

分担研究者 堀越勝 1) 

 

研究協力者 大江悠樹 1)2)、高岸百合子 1) 、細越寛

樹 3)、菊池志乃 4) 

 

所属 

1)  国立精神・神経医療研究センター認知行動療法セ

ンター 2) 杏林大学精神神経科学教室 3) 関西大

学社会学部 4) 京都大学大学院 

 

諸言 

行動医学領域において認知行動療法（Cognitive 

Behavior Therapy: CBT）を展開していくために、まず

は慢性の痛みに関する問題を中心的な対象として選

んだ。慢性痛はわが国成人の約 23%が有するとされる

国民的な問題である 1。慢性痛の問題は身体的苦痛だ

けでなく，日常生活上の支障，うつや不安の心理的問

題，健康関連 QOL の低下など多岐にわたる。慢性痛

による社会的生産性の低下によって，がんの 2. 5 倍，

糖尿病の 3 倍にあたる年間 5,600～6,350 億ドル（約

67 兆円）の経済コストが生じると試算され 2、社会的

にも影響の大きい疾患である。 

CBT は、海外の臨床試験で慢性痛に対する有効性

や費用対効果の高さが示されている。本邦における慢

性痛の治療ガイドラインは、こうした海外の先行研究

に基づいて認知行動療法を推奨してはいる 3、4。しか

し，その普及率は著しく低く、日本での慢性痛治療は

いまだにマッサージやブロック注射，装具療法といっ

た比較的エビデンスが弱い治療が中心である 5。 

専門的な CBT 実施者の不足に加え、実証的な知見

が乏しいという点も大きな問題である。 

そこで、本研究では(1)身体化領域での認知行動療

法において必要とされる各種マテリアルの整備、（2）

専門的な CBT 実施者・指導者の育成体制の整備、そ

して（3）多施設共同を中心とした臨床試験を実施し、

身体科領域における慢性痛をはじめとした各種疾患

に対する CBT の有効性を検証することを目的とした。 

 

方法 

１．身体科領域での CBT において必要とされる各種

マテリアルの整備 

 これまでに実施したパイロット試験や臨床実践に

おける知見をもとに、各種マテリアルの整備を行った。 

 

２．専門的な CBT 実施者・指導者の育成体制整備 

筆者らが開発し、パイロット研究を実施した慢性痛

に対する通常型の CBT、および過敏性腸症候群

（Irritable Bowel Syndrome; IBS）に対する CBT をベー

スに、専門的な実施者育成のための体制整備を行い、

運用を継続した。 

 

3．慢性痛をはじめとした各種疾患に対する認知行動

療法の臨床試験 

（１）慢性痛に対する通常型 CBT のランダム化比較

試験 

 関西大学、篤友会千里山病院、神戸大学、川崎医科

大学、東京慈恵会医科大学と共同で、慢性痛に対する

通常型 CBT のランダム化比較試験を開始した。 

 

（２）慢性痛に対する簡易型 CBT のパイロット試験 

 当施設に通院中の患者を対象に、慢性痛に対する簡



易型 CBT のパイロット試験を実施した。 

 

（３）過敏性腸症候群に対する集団 CBT のランダム

化比較試験 

京都大学、高槻赤十字病院と共同で慢性痛の一種と

される IBS に対する集団 CBT のランダム化比較試験

を実施した。 

 

結果 

１．身体科領域での CBT において必要とされる各種

マテリアルの整備 

本研究の結果、以下のマテリアル整備が行われた。

第一に、慢性痛に対する標準型 CBT の RCT 実施のた

め、治療用テキストおよび治療者用マニュアルを作成

した。第二に、慢性痛に対する簡易型 CBT の患者用

テキストを作成した。第三に、IBS に対する集団 CBT

の患者用資料を作成した。第四に、IBS に対する通院

頻度を最小限にした CBT の患者用テキストを作成し

た。第五に、歯科領域における慢性痛に対する CBT の

患者向けテキスト作成に協力し、内容の検討を行った。 

 

２．専門的な CBT 実施者・指導者の育成体制整備 

 実施中の介入試験や通常の臨床実践のなかで、CBT

実施者・指導者育成のための専門的指導を行った。こ

こから培ったノウハウをもとに、「慢性痛に対する認

知行動療法研修会」および「IBS に対する認知行動療

法研修会」を当施設にて実施し、それぞれ 30 名ほど

の対象者に対して研修を行った。 

 

３．慢性痛をはじめとした各種疾患に対する CBT の

臨床試験 

（１）慢性痛に対する通常型 CBT のランダム化比較

試験 

 研究開始後、共同研究施設における倫理審査手続き

上の不備が判明したため、再度倫理審査手続きを行い、

研究を再開した。 

 

（２）慢性痛に対する簡易型 CBT のパイロット試験 

 14 例の患者を登録し、特段の有害事象なく介入を

完遂した。脱落は 2 名で、研究参加に一度は同意した

ものの、日程の調整がつかず介入を実施できなかった

ことが脱落理由であった。 

 主要評価項目である EQ5D-5L は介入前時点と比べ

て、介入終了時点、追跡時点において有意な改善を示

した。セッションに要した時間は平均で 22 分 58 秒で

あり、標準型 CBT で一般的に必要とされる 50 分と比

較して大きな短縮に成功した。 

 

（３）過敏性腸症候群に対する集団 CBT のランダム

化比較試験 

現在までに 114 例を登録し、試験を継続中である。 

以前実施したパイロット試験でCBT実施者育成のためのス

ーパーバイズを受けた京都大学、高槻赤十字病院の医師およ

び心理士の計2名が治療者を担っている。 

 

なお、これらの研究の成果は適宜論文化し、情報発信してい

る6-10。 

 

考察 

本研究では複数の介入研究を実施し、これまでのと

ころ有望な結果が得られている。これらの介入試験に

おける実施者の一部は、現在運用中の専門的な CBT

実施者・指導者育成プログラムによるトレーニングを

受けた者である。本研究で開発された CBT 実施者・



指導者育成プログラムは、臨床試験の介入を担当でき

る治療者の育成を可能とするだけの、一定の有効性を

持つ可能性が示された。ただし、今後は実施者の CBT

に関する技術をより客観的に評価し、育成効果を実証

的に検証していくことも必要であると考えられる。 

  

結論 

 本研究により、行動医学領域における CBT の効果

検証と普及を進めることができた。今後は継続中の

RCT を完遂し、効果検証をさらに進めるとともに、論

文の執筆を進め、公表していく。また、作成された治

療用マテリアルや治療者・指導者育成体制のさらなる

普及を目指していく。 
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睡眠への認知行動療法の開発および普及に関する研

究 

 

分担研究者 中島俊 1) 

研究協力者 大井瞳 1)、宮崎友里 1) 、井上真里 1) 、

高階光梨 1) 

 

所属 

1) 国立精神・神経医療研究センター認知行動療法セ

ンター  

 

１．緒言 

不眠症に対する非薬物療法として不眠症の認知

行 動 療 法 （ Cognitive Behavioral Therapy for 

Insomnia: CBT-I）が注目されている。 

CBT-I は世界的に治療の第一選択と位置付けら

れているものの、日本では薬物療法が第一選択とな

っている 1。さらに、CBT-I を第一選択としている

国々においても、その需要の高さに供給が追い付か

ず、薬物療法が実施されている 2。そこで注目され

るのが CBT-I を実施可能なセラピストとセラピス

トのいない医療機関を ICT でつなぐ遠隔 CBT-Iで

ある。加えて、COVID-19 の影響により感染対策の

観点から非対面での実施が求められている現状も

あり 3、遠隔 CBT-I の開発とその普及が望まれてい

る。本研究では、COVID-19 禍で遠隔での CBT-I の臨

床試験を遂行するために必要なコンテンツの作成と

セラピスト養成のための研修を実施した。 

 

２．方法 

2-1.遠隔 CBT-I の実施に必要なコンテンツの作成 

昨年、CBT-I に欠かせないオリジナルの睡眠日誌の

開発を行った。本年度は、睡眠日誌について患者さん

からいただく質問及びその回答に関する動画を作成

した。質問と回答は複数の臨床心理士がこれまで患者

さんからいただいた質問とその回答例を抽出し、それ

らを統合するかたちで作成した。動画は精神・神経疾

患の演技経験のある役者に患者の臨床像を伝え、模擬

患者役として質問を臨床心理士に問いかけ、臨床心理

士がそれに答えるという形式で作成した（図１） 

 

図１ 作成した睡眠日誌の Q&A の映像 

 

 マインドフルネスのデモ映像は、不眠症の認知行動

療法で一般的に用いられる介入プログラム 4を患者が

自宅でも利用できることを目的に作成した。デモ映像

は複数の臨床心理士とマインドフルネスの専門家が

協力し、患者が自宅でもイメージしながら実施できる

よう配慮した映像（図２）と、マインドフルネスに関

する Q&A（図３）の二つを作成した。 

 

図２ 作成したマインドフルネス動画の映像 



 

図 3 作成したマインドフルネスの Q&A の映像 

 

2-2. CBT-I セラピスト養成のための研修 

2019 年度に NCNP 認知行動療法センター主催の

CBT-I に関する二日間の対面研修を延べ 50 人以上の

対人援助職に実施した。また、2020 年度は認知・行動

療法学会の年次大会にて CBT の実施に必要なコミュ

ニケーションに関する研修をオンラインで実施した。 

 

2-3. COVID-19感染拡大における外出制限下での睡

眠の問題の対処ガイドラインの翻訳 

ヨーロッパ不眠症の認知行動療法アカデミーに

よる COVID-19 にまつわる外出制限中の睡眠問題

の対処に関する論文（Altena et al., 2020, J Sleep Res, 

e13052）をヨーロッパ睡眠学会の承諾を得て日本語

訳し、NCNP 認知行動療法センターのホームページ

にて一般公開を行った。 

 

3. 考察 

わが国では５人に 1 人が何らかの睡眠の問題を抱

えているものの 5、CBT-Iのアクセスは限定的である。

そのような背景から、本研究で作成したデジタル教材

やセラピスト養成のための研修はわが国の睡眠医療

に資するものと考えられる。 

 

４．結論 

COVID-19の影響で当初予定していた研究計画から

大幅な変更が必要となったが、本研究で作成した

CBT-I に関するコンテンツを用い、今後遠隔 CBT-I の

有効性を検証するための臨床試験を実施予定である。

また、本研究で作成した一部のコンテンツは NCNP 認

知行動療法センターのホームページ等で一般公開を

行っている。 
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うつ病に対する遠隔インターネット hybrid 認知行動

療法の開発とその効果に関する研究（遠隔 hybrid-

CBT） 

 

分担研究者：中川敦夫 1) 

研究協力者：加藤典子 1)、野上和香 1) 、佐々木洋平 1） 

所属 

1)慶應義塾大学医学部精神・神経科学教室 

 

分担報告書 

緒言 

 本研究は、認知行動療法(Cognitive Behavior Therapy; 

CBT)の理解に基づく治療・ケアの手法を、国民が広く

活用できるための基盤を構築することを主眼とする。

本分担研究では普及という点に注目した。 

 厚生労働省認知行動療法研修事業により、日本での

CBT の提供者は全国で増えては来ているもの、依然

として、臨床ニーズを満たすにははるかに及ばないの

が現状である。とくに、人口過疎地や地方などの医療

アクセスの十分でない地域でその傾向は顕著である。

こうした背景から、うつや不安といったコモンメンタ

ルディスオーダーに対する CBT については、対面型

(Nakagawa et al., 2017)やインターネット支援型（iCBT）

ついてランダム化比較試験（RCT）を実施してきた。 

iCBT では「こころのスキルアップトレーニング」

（http://www.cbtjp.net/）のサイトを利用したインター

ネット支援型認知行動療法という独自のプログラム

を開発し、その有効性を 12 週間の waiting-list control

を対照とした RCT を行った(Nakao et al., 2018)。iCBT

プログラムは、行動活性、認知再構成、問題解決から

構成される治療プログラムである。対象は、20 歳以上

65 歳未満で DSM-IV にて診断された大うつ病性障害

患者で、1 種類以上の抗うつ薬を 6 週間以上内服して

も、ベースラインで GRID-HAMD が 14 点以上の中等

症のうつ病患者で、計 40 例（介入群 20 例、waiting-

list control 群 20 例）であった。なお、いずれの群にお

いても、投薬治療を含む通常治療が実施された。主要

なアウトカムは GRID-HAMD とし、治療開始 6 週目

（中間評価）、12 週目（終了評価）、そして介入群のみ

24 週目（フォローアップ評価）に行われた。GRID-

HAMD の評価は、中央評価者が盲検下で電話インタ

ビューを施行され、高い信頼性を得られていた(ICC：

0.94-0.98)。RCT の結果、有効性に関して、GRID-

HAMD17 合計得点はベースラインにて iCBT

群:18.3(SD3.6), 対照群:18.5(SD 3.6)であったが、12 週

時点 ( 介入終了時点 ) iCBT 群 :9.4(SD5.1), 対照

群:15.5(SD 6.3)であった。ベースラインからの変化量

の両群間での差は 5.95 (95%CI 2.37 to 9.53), p=0.02 と

有意差を認めた。12 週時点の治療反応率は iCBT

群:55.0%(n=11), 対照群:20.0%(n=4)であった(RR 2.75, 

95%CI 1.05 to 7.20)。また 12 週時点の寛解率は iCBT

群 :30.0%(n=6), 対照群 :15.0%(n=3)であった(RR 8.00 

95%CI 1.10 to 58.19)。 

これらの成果に基づき、本分担研究では、このイン

ターネット支援型 CBT を応用して、テレビ会議シス

テムによって提供する hybrid-CBT を開発し、その提

供手法を構築することを目指した。 

 

方法 

本研究では、認知行動療法が未だ十分に普及してい

ないわが国の臨床現場に対応すべく、インターネット

CBT とビデオ会議システムの 2 つの情報通信技術を

融合させた、新たなテレビ会議システムを用いたイン

ターネット支援型認知行動療法（遠隔インターネット



hybrid-CBT）のプログラム開発（治療者マニュアル・

患者向けセッションノート）を行い、その開発された

プログラムのパイロット・ランを行いながら、プログ

ラムのブラッシュアップを図り、確定版プログラムに

てオープン試験を行う。加えて、プログラムの各セッ

ションにおいてサテライト機関では陪席者を置き、セ

ラピスト育成法を検討する。 

 

結果 

平成 30 年度は、遠隔 hybrid-CBT の患者向けセッシ

ョンノートを作成し、遠隔 hybrid-CBT の実用性を検

討するためパイロット研修(39 名)を行った。 

令和元（平成 31）年度は、うつ病患者を対象とした

遠隔 hybrid-CBT の feasibility study を開始し、研究協

力者 3 名を登録して、介入を実施した。また、この研

究に参加した患者と CBT 担当者の双方から実施時の

フィードバックを得て、遠隔 hybrid-CBT 実施上の留

意点等を整理した。その結果をもとに、治療者マニュ

アルの一部として、遠隔での実施に慣れない治療者や

患者が遠隔 hybrid-CBT を適切に行えるように導入の

ためガイドを作成した。加えて、初年度に引き続き、

遠隔 hybrid-CBT の実用性を検討するための研修を行

った。 

令和 2 年度は、COVID-19 の感染拡大を考慮して、

うつ病患者を対象とした遠隔 hybrid-CBT の feasibility 

study を、これまでの２つの医療期間を結ぶ形式だけ

でなく、遠隔 hybrid-CBT プログラムを医療機関と患

者宅を結んだ形式も含めて、新たに研究協力者 5 名を

登録し、介入を実施した。また、その際の留意事項を

整理したマテリアル（患者への説明資料や、デモ映像）

を整備した。現在、遠隔 hybrid-CBT の手法を組み入

れた多施設共同ランダム化比較試験を準備中である。

また、遠隔 hybrid-CBT についての研修を引き続き実

施した。 

 

考察 

令和元年度に開始した遠隔 hybrid-CBT の feasibility 

study において、目標症例数である 8 例に介入を実施

した。この臨床試験において、２つの医療期間を結ぶ

形式だけでなく、遠隔 hybrid-CBT プログラムを医療

機関と患者宅を結んだ形式も含めて、安全に実施可能

であることを確認した。 

 

結論 

本研究では、遠隔hybrid-CBTプログラムを開発し、

プログラムのための資料（治療者マニュアル・患者向

けセッションノート）と遠隔導入のためのセラピスト

向けの資材（導入ガイド、デモ映像、研修資材）を整

備した。さらに、このプログラムについて、当初予定

していた２つの医療期間を結ぶ形式だけでなく、医療

機関と患者宅を結んだ形式においても安全に実施可

能であることを確認した。 

本研究により、うつ病の CBT の普及促進に繋がる

成果が得られた。これらの成果をもとに、令和 3 年度

から、遠隔 Hybrid-CBT の手法を組み入れた多施設共

同ランダム化比較試験を開始予定である。 
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診断を越えた CBT の均てん化に関する研究 
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緒言 

 本研究では、感情的な困難が特徴的な幅広い疾患へ

の適用が可能な診断横断的な認知行動療法である、感

情障害の診断を越えた治療のための統一プロトコル

（ Unified Protocol of Transdiagnostic Treatment for 

Emotional Disorders; UP; Barlow et al., 2017）の効果に

着目し、2 つの観点から検討する。第 1 に、成人に対

する個人形式の U P だけでなく、児童版 UP、青年版

UP、集団形式の U P などを含めた様々な UP の均てん

化を効果的に進めるために、さまざまなマテリアルを

開発するとともに、それらを用いた研修を実施し、均

てん化のモデルを検討する。第 2 に、UP の治療機序

を明らかにする。そのために、すでに終了した予備試

験、ランダム化比較試験、および大規模な観察研究の

データを用いて、治療機序や効果測定に関わるプロセ

ス等を検討する。 

 

方法 

UP 均てん化のためのマテリアル開発や運用モデル

の使用 UP の均てん化を円滑にするために、さまざ

まなマテリアルの開発が求められる。そのために、最

新の知見を踏まえたセラピストガイド及びワークブ

ック（Barlow et al., 2017）、臨床応用テキスト（Barlow 

& Farcione, 2017）の日本版を作成することとした。ま

た、日本の臨床現場においてUPを広めていく上では、

集団療法としての実施が容易になることも重要であ

るが、集団 UP については既存のテキストが存在しな

い。そこで、グループセッションを均質に進めていく

ための補助資料（映写スライド）を作成することとし

た。さらに、UP は児童版と青年版のテキストの翻訳

も本邦における均てん化において重要であると考え

た。加えて、2020 年の COVID-19 の感染拡大による

医療機関受診の困難に対応するため、遠隔のオンライ

ンでの UP の実施を可能とする手法を検討した。 

UP の治療機序の検討 様々な疾患群や健常群を有

した既存の調査研究の二次解析を通して、統一プロト

コルの実施に関与する変数を検証した。さらに、予備

試験で実施した PTSD 事例についての詳細な検討を

進めた。また、予備試験のデータを用いて、UP にお

ける中核的な治療機序である感情調整が、治療効果に

どのように関わるかの検証を進めた。 

 

結果及び考察 

UP 均てん化のためのマテリアル開発や運用モデル

の使用 上述のUPセラピストガイド、ワークブック、

臨床応用テキスト、そして児童版のセラピストガイド

およびワークブック（ジル・エレンリッチ‐メイほか, 

2020）、青年版のセラピストガイドおよびワークブッ

クの翻訳を進めた。臨床応用テキストの監訳では、分

担研究者らが 1 次監訳を行い、伊藤が 2 次監訳を進

め、出版に至った。児童版のセラピストガイドおよび

ワークブックも監訳を終えて出版に至った（バーロウ



＆ファーキオーニ, 2020）。青年版のセラピストガイド

やワークブックも校正を終えるまでに至った。集団版

UP のスライド作成では、イラストなどのビジュアル

資料を多く導入し、セッション構造を維持するよう統

一的な仕様で作成した。遠隔で UP を実施するための

マニュアルを作成し、これに沿って１例に対して遠隔

でセッションを実施した。 

加えて、我が国でのコンサルテーションを進めるた

めに、UP の指導資格を得る上級コンサルテーション

をボストン大学から受けた。このコンサルテーション

により、コンサルテーションや UP の治療遵守の評価

法、最新の知見を踏まえた UP の実施手法に関しての

ノウハウを蓄積した。これらをもとにして、NCNP 内

にてコンサルテーションの試行を重ねてきた。このよ

うなコンサルテーションを含めたUPの臨床提供モデ

ルは児童版、青年版、個人版、成人版のそれぞれで構

築し、運用しながら改善を重ねてきた。特に、成人版

の UP については e-learning やオンデマンド形式の研

修の開発し、一部運用をするに至った。 

 UP の治療機序の検討 UP の PTSD への適用事例

について詳細に検討し、論文を修正した。UP の治

療機序としては、うつ病患者の機能障害の改善にお

いて行動活性化がマインドフルネスの媒介要因と

なるモデルして検証し、論文を公表した（図 1. 

Takagaki et al., 2020）。 

 

図 1. うつ病患者の機能障害への媒介モデル 

 

加えて、UP の予備試験のデータを二次解析し、

感情表出抑制が治療効果を調整することが示唆さ

れた（Hosogoshi et al., 2020）。さらに、感情調整ス

キルが PTSD症状に与える影響を検討した（Fujisato 

et al., 2020）。また、UP の実施によってベンゾジア

ゼピンの処方量が減じている可能性が示唆された

（Nakajima et al., 2020）。 

 

結論 

 本開発費によって、統一プロトコルの効果に関する

研究が大きく進展した。第一に、児童版、青年版、成

人版、集団版、遠隔形式での統一プロトコルの実施に

必要な様々なマテリアルを整備することができた。こ

れには、セラピストガイドやワークブックといった中

心的な素材の他に、遠隔実施時の留意点をまとめたマ

ニュアルなどが含まれる。さらに、将来的な普及均て

ん化に繋げるためのコンサルテーションのノウハウ

を得ることができた。これらの経験を踏まえ、児童青

年版、個人版、集団版の臨床提供モデルを構築し改良

を重ねられた。 

 加えて、UP の治療機序を明らかにする研究を進め

ることもできた。マインドフルネスが機能障害を高め

るのに行動活性化が有効である可能性や、感情表出や

感情調整スキルが症状の改善に関与しうる知見は今

後の臨床実践における重要な示唆を持つと考えられ

る。今後は、これらの知見を踏まえた臨床実践の指針

の作成も望まれる。 

 本研究によって均てん化のための基盤となる素材

や知見が得られた。今後は、社会実装研究として、様々

な機関における実装可能性を科学的に検証すること

が望まれる。 
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短時間 CBT：短時間で実施可能な簡易型認知行動

療法の開発および普及に関する研究 
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緒言 

精神障害を抱えた患者の精神療法、特に認知行動療

法のニーズは高く、精神科医もそれを認識している。

しかし、時間的制約や認知行動療法を実施できるも

のが少ないために、十分に提供されているとはいえ

ない。このような問題を解決するために、欧米では

短時間のCBTが開発されている（David, 2013; Otto 

et al., 2011）。この短時間CBTは臨床現場で歓迎され、

臨床家の間ではその有用性のコンセンサスが得ら

れつつある。 

 そこで、本研究ではわが国の医療体制に合わせ、

通常診療でも行えるような10分程度の短時間かつ

様々な職種が実施可能な短時間認知行動療法（短時

間CBT）を開発し、普及させることを目的とする。

さらに、人材育成プログラムを作成し、研修を行い

その効果を検証し研修をさらに改良し、必要な人材

を育成していくことを目的とする（研究①） 

 また提供基盤となるウェブサイトを構築するこ

とと目的とする（研究②） 

 また、どのような認知行動療法の技法がどのよう

な順番で行われると効果が高いのか検証するため、

多相最適化戦略試験については、共同研究者（京都

大学 古川壽亮ら）と試験の準備を整え開始するこ

とを目的とする（研究③） 

方法 

【研究①】 

10 分間程度の短時間かつ様々な職種が実施可能な

短時間認知行動療法を認知行動療法の専門家であ

るものが作成する。 

また、10 分間認知行動療法という著書を翻訳する。 

 

【研究②】 

認知行動療法の情報を提供するにあたって、まず

は周産期領域の妊産婦そのパートナーとその援助

者に向けて、情報提供するための記事とイラストを

作成し、どのようなプラットフォームにするといい

か検討する。 

 

【研究③】 

認知行動療法には、様々な治療要素がある。その

なかでも、代表的な治療要素はセルフモニタリング

（Self-monitoring; SM）、認知再構成（Cognitive 

Restructuring; CR ）、 行 動 活 性 化 （ Behavioral 

Activation; BA）、アサーション（Assertion Training; 

AT）、問題解決（Problem Solving; PS）の 5 つであ

る。どのような患者にどのような順番で行われると

治療効果が高いか検討する。 

 

結果 

【研究①】 

１）10 分間認知行動療法のマテリアル開発 

10 分間認知行動療法で取り組む疾患を決定した。 

うつ病、パニック症、社交不安症、全般性不安



症、強迫症、心的外傷後ストレス障害、不眠症、

慢性疼痛、過敏性腸症候群、自尊心低下とした。

心理の相談室に来院するものにも対応するため、

その軽症例についても取り組むこととした。 

10 分間認知行動療法で取り組む治療要素について

は、目標設定・行動活性化・認知再構成・問題可

決法・曝露・再発予防とした。 

それらについて 10 分間でおさまるようなかたちで

セッションが実施できるように必要な要素を書き

出した。 

うつ病の認知行動療法のテキストは多いが不安症

は少ないため、まずは社交不安症に関して患者用

マニュアルと治療者用マニュアルにわけて作成し

た。 

 

２）10 分間認知行動療法の翻訳 

翻訳の分担者を決めて翻訳を行った。 

出版社と話し合い、レイアウトなどに工夫を凝ら

したうえで、「ふだん使いの CBT-10 分間で行う認

知・行動介入」を出版した。 

 

【研究②】 

ウェブサイトでは、１）妊産婦や妊娠を考えている女

性が周産期メンタルヘルスに関するリテラシーを高

める ２）パートナーが自身のケアや妊産婦を効果的

にサポートする方法を学ぶ ３）専門家が周産期メン

タルヘルスに関する知識を高め、援助のスキルを学ぶ

といった情報が必要だと考えられたため、プレママ・

ママ/パートナー/医療者・援助者というカテゴリーに

わけて情報を発信する。コンテンツの内容としては、

周産期のメンタルヘルス/社会や行政の動き/認知行動

療法/パートナーや専門職のメンタルケア/パートナー

への対話ヒント/裏コラムとし、精神科医や心理士や

看護師や助産師が執筆した。コンテンツはイラストと

記事より成り立っており、見やすく分かりやすい構成

であり妊産婦が気楽にみられるように工夫をした。

COVID-19 の拡大により、メンタルヘルス不調を起こ

す人が多いことが懸念されたため、調査を行ったうえ

で、「危機に役立つ情報」を追加した。閲覧数が増加

した。 

 

【研究③】 

現在、京都大学でリクルートを開始し、研究してお

り、治療要素をどの順番にするといいか検証している。 

 

考察 

 研究①で、「ふだん使いの CBT-10 分間で行う認

知・行動介入」を出版し、社交不安症のテキストを

作成したことは、どのように短時間認知行動療法を

実施するかを明確にすることができたと考える。 

また、研究②では、ウェブサイトを公開したことは、

メンタルヘルスリテラシーの向上や、援助希求の方法

などを啓蒙することに役立てられる可能性がある。 

また、研究③で、どの治療要素をどのような順番にす

るといいのか、個別の特性によって違うのか、などが

解明できると、より短時間認知行動療法がパーソナラ

イズされたかたちで提供できる可能性がある。 

 

結論 

 本研究では３つの研究を実施した。COVID-19 が

拡大し、メンタルヘルスの不調を訴える方が多いこ

とを予測されたため、調査を実施しウェブサイトを

新たに追加するなどの変更はあったが、計画通りに

実施できた。 
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Overall purpose of the project  

The main goal of this study is to build foundations for the widespread public use of treatment and care methods 

of cognitive-behavioral therapy (CBT). To meet the goal, we conduct research on CBT that focusses on national 

issues of sleep and pain. With the aim of increasing the availability of CBT, we also work on tele-health hybrid CBT, 

transdiagnostic (not limited to diagnosis) CBT, and short term CVT which enable multidisciplinary teams to provide 

CBT in a simplified manner. 

 

Research results 

Our research on CBT for sleep includes the creation of treatment materials and video teaching aids, 

treatment manuals. As for CBT for pain, we are conducting a multi-site randomized controlled trial of CBT 

for irritable bowel syndrome based on the data obtained in the pilot study. On telehealth hybrid CBT for 

depressed patients, we are conducting a clinical trial based on the workbook we developed last year. In the 

research on transdiagnostic CBT we tried to find out the pathogenesis of depression and anxiety, as well as 

to promote equalization in group formats and CBT for children. On short-time CBT, we developed a website 

for providing self-help educational materials on CBT for perinatal mental health. On CBT for sleep, we 

developed digital materials for providing clinical research on CBT for patients with insomnia. 

 

 

Future directions 

We continue to conduct clinical trials and studies and maintain and strengthen partnerships with 

research support departments, hospitals, and other institutions to drive CBT in various clinical settings. We 

also promote the research projects necessary to make CBT available to the public. In the future, we are 

planning to actively research CBT using ICT. 


